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1 はじめに―Refundment Guaranteeの必要4L、 重要性

Builder(造船所)が船舶を期限内に完工しない場合、Buildcrと Buycr(船舶発注者)と の

法律関係は両社間において締結された Shゃbu'lding Contract(船舶建造契約)の条項
1に
よ

り決定される。Buyerの建造代価の支払方法もshipbuilding Contractの 条項により決定さ

れるものではあるが、船舶が建造完成されるまでの間に数回にわたって前払金 (分割払金、

Installment)の 方法で支払われることが一般的である。そして、Builderの帰責事由による

もの、一定の期間を超えた不可抗力 (forcc mtteure)に よる本船完工引渡しの遅廷等、何

らかの事由によりBりerに Shipb前 IdlFlg cOlltractの解除権が発生し、B叫gがこれを行使す
る場合
ち
に|ま、Btterがそれまでに Buiとderに対して支払っている分割前払金 (hstalllncd)

の返還
3を
Buildcrに対して請求することができる旨 Shpbuildlng Contractに 規定されてい

ることが一般的である。ただし、この返金請求権も、仮に Builderの返還資力が十分でな

い場合には全額の返還は期待できないこととなり、この場合、通常引渡しまでは建造中船

舶の所有権を有していないBuycrと しては、この点に関するリスクを負うこととなるとこ

のように船舶の建造中は、新造船の発注者 (Buyer)は造船所の信用と履行リスクの双方

を負うこととなる。ゆえに、発注者は、Builder(造船所)の信用状況次第では、可能な限

りBuildcrに分害じ前払金返還債務に関する第二者の適切な保証を提出させ、これらのリス

クを回としたいところである
4。

上記の分割前払金返還債務を帆全する手段として、第三者 (多 くは銀行となる)が
Builderの依頼によりBtterに対して保証状 (ReFtladIIIIent Guarantee)(前 払金返還保証書)(本

稿においては以下「Refllndment GuarantecJと 称する)を発行するという方法が多く行わ

れている。この RcfundIIlcllt Guarantccが発行されている場合、Shipbdilding Contract上

Builderの前受金返還義務が発生した場合には、一定の要件の下 Buyerに対して保証銀行

から当該前受金が直接返還されることとなり、Buyerと しては前払金返還が行われないと

いうリスクを格段に低くすることができる。

このリスク軽減は、BIyerに 対して前払金のファイナンスを行っているフアイナンサーと

しても重要な要素となる。なぜなら、船舶の建造中から新造船の発注者 (BLlycr)に ファ

日本の造船所において製造される船舶の建造契約の作成については、一般社団法人日本造船工業会において、

19“ 年に公表された標準フォーム (以下、「sAJ For型Jと いう)に基づき各社が同社独自の標準フォームを
作成 しており、これをベースとして個別的な柔イ牛毎に買主と交渉 して Shipbunding Contractの 文言を合意す

るケースが多い。

Buyer(船 舶発注者)が Shipbullding Contractを解約することができる場合について詳細は、瀬野克久者「船
舶融資取引の実務」 (日 本海運集会所)■5頁ないし120頁参ЛRの こと
Bulldcrは 、Blllcr(船船発注者)がそれまでに Bundcrに対 して支払っている分割払金 (hstathcnt)と 共に、
前払金が支払われた日を起算日とする利息を付 して返還 しなくてはならない (SAJ Forn Ariclc X第 2項 )。
かかる前払金の返還がなされた場合、Buildcrと Buycrは それぞれ Shlpbuilding COnttact上 の全ての義務を免

れるとされている (SAJ Fom Anicle x第 3項 )。
BuildcIの 債務不履行によりButtrが前払金支払額以上の損害を被った場合、前払金返還請求をした上で、さ

らに損害賠償請求をなしうるか否かについては、個別の Shipbuilding COntractの 規定を検討 した上でまた別

の考察が必要である (Stocalla cdttia SA v Cearbuと k Holdings Ltd案件参照のこと,同条件の概要は LIoyd's
Mathltnc Ltt Ncwstcic二 4 March 2009,764 LMLN lに 掲載されている)
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イナンスをするフアイナンサーとしては、船舶完成前であるがゆえに、船舶抵茎権や傭船

料債権譲渡担保等、完成後の船舶の価値あるいは使用利益を担保として把握することはで

きず
5、

アセットあるいはストラクチヤーに頼るリスク管理はほぼ図れないこととなる。

したがって、船舶建造中の不韻1の事態にあっては―もちろん船舶を完工させて引渡しを受

けることがより多くの場合望ましいが、これを期待できない場合―貸出済み債権の回収を、

主として Builderが船舶建造代金の分割前払金を返逮できるか、という点に頼ることとな

る
6。

したがって、Rehlldmelat ttaratteeが 発行されない限り、Btterと しては通常 Buildcrに対

して分吉」前払金を支払うことができない、あるいは相当の考慮が必要となり、これが発行

されるか否かが、Shlpbuildlng Contactにおける分割払金 (hstallment)支払いの条件となり、

新造船ファイナンスプロジェクトの鍵となることも少なくない。特に、最近において、多

くは海外の中小規模造船所を中心に倒産、あるいは Stipbuilding Contactの解除が行われ

ることが少なくなく、R誦Шdtncnt Guara趙 ccの重要性及びその実際の保証履行要件などが

脚光を浴びることとなった。本稿においては、この Rettndmctt Guaralatceの 重要性に鑑み

て、その性質、法的諸問題を検討し、R゛mdmcnt Oruaralatce作 成交渉の際に考慮すべき事

項について実務上の観点から考察する。

2 Refundment Guaranteeが 機能する局面について―分割前払金返退義務の発生、無因保証

Shipbuildtng Contrac・ tにおいて、「BuyCrが Buildcrに対して船舶建造代金を支払う条件とし

て、Bulldcrが Buyerの満足する前受金返還保証を提供するJ旨規定されていることが少

なくない
7。

同前受金返還保証は、Buttrの満足する銀行保証やその他の保証の形式をとり、

その内容は概ね、「建造代金の分割前払金について当該箭IPb■lilding Codtractの 文言に従い

返還されるべきこととなり、かつ、Buildcrが前受分割払金をBuycrに返還しない場合に、

保証書発行者 (銀行)が当該支払を行う」というものである。Refundmcnt Cuarantccの 文

言は個別の事案によって様々であり、その内容については下記 3「Rcfllndment Guarantec

の条項、文言についての検討Jに記載するように様々な検討、考慮を要する。本項におい

ては、まず、(1)Refundmcnt Guartttccが 履行されるための前提である分割前払金返還義

5 
建造中船舶抵当権を設定することも可能であるが、当該建造中船舶の所有権は特約によらない限り我が国に

おいては一般的に Buildcrに 存すると解されるため、これを Buycr側が設定することは通常困難であり、また、

設定できた場合であってもその実行の有効性においてある程度考慮の必要がある。詳細は、瀬野克久者「船

舶融資熙引の実務J(日 本海連集会所)130頁 ないし 136頁参照のこと

B uyerの 帰責事由によりShipbu■ding Contractが解約される場合については、Buycrに前払金返還請求権は

発生しない り、cR争 ″ F21r/rが′テμ〃上笏いた塀▲ β″雌 Iぽ Shipう′.■ding a働 ,rrat・ rと路絡することでき

る。つりτ「
ζ Dc色赴 だ ア クBfrr/JF″ Sゞhi。う,(■dittg f97Pttσ r attχ た場 ▲ βコ//JfFへ支払 済 の前払 珍 r/つ

いて,7//」9r′ユ乏濠するツ妥忘 ない 64′ F9Fy71/1rryfyf/r療′ど7ι〃。)こ の限りにおいては Rcftlndmcnt

Cuarantecを取得していたとしても価値のないものとなる。Buycrに 対するフアイナンサーとしては、この

Buycrの不履行をカバーし、船舶完工の後リセールする等して実行資金を回収するべく、建造契約の地位譲

渡を担保として取得することとなる (落合誠一 江頭憲治郎編集代表「海法大系」 (商事法務)、 森田果著第
一部船主 船舶「造船とファイナンス」161頁 ないし1骸 頁参照のこと)。
20M年 に発行 された BIMCOの NEWBUILDCON fonnにおいては、Rcftlnd Cuarantecの フオーム (「BIMCO

WG Foコ■Jと い う)が Al■ncx A(市 つ として添付 されている。
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務の発生と (2)Rettndmcnt Gllalantccと いわゅる「無因保証Jと の関係について記載する。

分害」前払金返還義務の発生

Buycrが保証書発行者に対 してRefllndment Giaranteeに 基づ く請求を行 うためには、

Shipbulditlg Contractに基づきBuddcrの Buycrに対する分害」前払金返退義務が―少なくと

も形式上は ,発生することが前提となる。もっとも、どのようなケースにおいて発行銀行

に前払金返還保証義務が発生するか Rcttndthcnt Guaranteeの 規定を確認し、後述の判例等

に現れる解釈の可能性を勘案して対処することが肝要である
8。

(a)ShipbuildIIlg Cottractに おいて解除権が明記されているケース

SAJ Formに おいては、速度、燃費、積載量、引渡し遅延等、Builderの Shipbu■ ding

Contract上 の様々な義務のうち、一定の不履行の内容を具体的に挙げて、Buyerに解

除権が発生する場合を明記 し、Buyerに Shipbuilding Contractの 解除権が発生 し、

Buyerが これを行使する場合に、Buildcrは 、BuycrがそれまでにBuilderに対 して支

払っている前払金を利息と共に返還しなくてはならないこととしている (SAJ Form

た徒lc X第 2項 )。

(b)Shipbuitding COntractに おいて解除権が明記されていないケースで、解除可能あるい

は前払金返還義務が発生するケース

Stipbuilding Contractの その他の義務についての不履行において、同不履行が解除権

を発生させると明記はされていないが Btterに解除権が発生することもあり得る。こ

のような場合において Remndllaent Guaran“ eの文言次第では、前払金返還保証の対象

外とする、あるいは、前払金返還保証の対象となるか否か議論が発生する余地がある

ため、注意が必要である。

上記の議論が発生する可能性がある場合、Buycrと しては、Refundment Guarantccの

実効性を確保するあるいは議論を回遊するため、Shipbuilding Contract上 の一般的義

務不履行により契約解除した上で前払金返還保証履行請求をすることは避け、例えば、

引渡予定期 日から解除権の発生する一定の期間引渡 しが遷廷することを待って

Shやbuildlng Contractを解除すること等も検討する必要がある。

(c)Refllndment Guaranteeの 文言が不明確な場合において、Rcalndmcd Guaranteeの 保証

8 BIMCO R/C Form第 2項において「TT 9 Frrcytlω うケ知どIIP¢ 9y7麒鶴猟よ/7/♂剰切 ,σ わ″ρ♂Pttapγ οb//r9r2Pど
盟ο′以 ,%γ 〆♂∝οコ効 力 br/yr/9rJ/J l y7pr/F力θ肋 ′イユ″b“αヮ

“
//2酢 trryJfr"θ  aω,rracNr r9メ字望/pF/烈イブ 27/

/rfb・r2/2792′ 距 誘〃 ",γわヵ′Jと 規定されている。この BMCO ttC Formの 規定からすると、「 Shipbllilding
Contlaclに おいて Buitdcrが前受金の返還義務を負った場合 Jと され、前受金の返還義務さえ発生すれば、「解
除権発生事由」を限定 しているものではないとも考えられる。
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の対象内であるか否か争われたケースとして、英回の最高法院において「商取引上の

常識を考慮して判断すべきJであると判断された Rail■y Stt s A and ohers v Kooldin

Bank(2011年 ■月 2日 英国 Supreme Collrt判決)がある。

当該条件の概要、判決の概要について、海事法研究会誌 No 218(2013年 2月 号)にお

ける高坂昌明氏の判例紹介を次のとおり引用する。

■貫主 i庶告う と韓目造騒会社虎 灌 彦 %.こ闘 ι、銀行 rグつ ″三造船会社の責務保

″をナぢ舟 財 と買主菟だ発行 ιていた。老疹効 形`例産 ιたの念 貫主 |ま建造契約

″照 も鶏 こ基ゲきZ//い踏価の払戻 ιを造踏会社だ求わた″ガ がられなかつたの■

買主彦屎証状第′罠kこ武 ル 術 イこ請求ιん ダπが、保謝 |ま建造契約算 /rr′秦を

″ ―ゞιないと主張ιた。両当事者 |ま文言の解釈 ,こついての法マノーノャノメントを

求めた。

だせ支彩7_弦必芝なつ秦々が、″彦 ″
"/ス
カ 妨 勁 争分薇考 理由,こ買主力濱

効 翔勒乾 たときユ 才スクザ秦
「
造船舘 力支払不彦となったときノとため、宏″

荻で|ま第 ′雰Fわ″獣 契約速力宇の不だを理由 77_貫三カゞ建造契約を解除ιた養 Hユ

″′戸 /を膨警物 え 買三カゞ露歿あべき蛮ての金額 i述餌 五stt JE7効 ♭″ン9■ mJ97

カθ働 ″●・r/ノ と/‐Dて ,ユた。

第一審薄事法廷でが、豹 財 ″′貫鷺ま第 ′夏と開杯みて、安行の三振をま議取ね ツ ″

フでああとιて買主亀式 だ、控訴院でが、変雁鋭珍 鋒 こヽ武 ι t/宏″ナ必どとだか

″聘 彩 頂サま無意味と少あとιこ斯 右邪とヽこ盤釈 ιた。買主力最`高法院,こと″ιた。

却決丁二通 ク,こ解釈約ツ%文言だついてが、/緒 商取〃|こ矛盾 ι匁 、″夕をア落
べきである。″一雰でが、グτD報釈 だん傷ゴ買主力壕 必故済を歩ダとナあ造船会社
の掛産のときr7_焼膨 海夢 嫁 レ。ことだ少必ので、銀行の三振朕商取亮 り 講議であ

ると断定 ιていた。控誘院″どの経験あ奉繭事法廷裁フ菖の解釈発鶏竹 ナベきであ

った。ノ練稼 ,ま筆者)

契約解釈に際して、契約書が存在すればその契約書の文言が決定的重要性を有する。しか

しながら、契約書の文言に曖昧な点や矛盾が存在している場合には、契約書以外の証拠の

利用が可能となり、上記の判例では「商取引上の常識を考慮して判断すべき」とされた点

で注目される。当該事集において、Shipbuilding Contract上 は、Builderの破産手続申立に

より前払金返還請求権が発生することとされていたがこれによりBwerに解除権を与える

ものでなく、一方、Rettndmcnt Guaranteeに おいてはその保証対象として「Shipbuilding

Colltractに おけるBuycrの解除権発生時Jについては明記されていたが、「Bullderの破産

手続申立時Jについては保証対象として明記されていないという点があつたものである。

当該判夕Jも 示すように、■のような場合「商取引上の常識を考慮して判断すべき」とされ

る可能性が高いものとは思われるが、このような解釈論に立ち入って時間的あるいは結果

-6- - 7 -―
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的リスクをとるよりは、Shゃ b■lilding Contractと ReAIndtacllt ⑤ェaranteeの 内容、文言に飢競

がないように一致させ、契約書の文言のみで確実に判断され、決着のなされるように

Rc色■dlucnt Ouarantec締 結の交渉、作成過程から慎重に精査されることが望ましい。

Buildcrの前受金返還義務と保証義務との関係 ―特に無因保証 (dctland guarantcc)で ある

か否かの検討

(a)B前 ldcrの前受金返還義務と保証義務の関係 ―問題の所在

RcAIndntcnt marantecに おいては「Buyerと Bllklderと の間にBuyerの解除権を争う等、

保証書発行者の保証義務の存否に影響を与えるような事項についての論争が発生して

いる、あるいは、紛争手続きの係属がなされている場合には、保証書発行者は義務履

行を留保することができるJとする条項を定めることも少なくない。

Refllndment Guaranteeの もっとも重要な争点の一つは、保証書発行者の義務が (1)

Buycrの単なる請求により履行されることとなるのか、あるいは (11)Bulldcr(主債

務者)の義務が独立して仲裁あるいは裁判において確定されて、かつ、Bllilder(主 債
務者)が支払義務を牌怠し、その後二次的に請求されうるものであるのか、どちらの

義務を負うものであるのかという点である。すなわち、当該 Refulldlnent G■ larantecが

無因保証 (demalld guaradec)であるか否かという問題である。

(b)無因保証 (dcmand ttarantce)について―一般論

(i)日 本法における「保証」の場合には、保証債務の附従性により、主たる債務が存在

しなければ保証債務も存在しないため、仮に、Reandment Guarantecが 日本法にお

ける「保証」と解釈される場合には、特約がない限り、Refundment Guarantee発 行

者はBuilderの Buyerに対する前払金返還義務について争いがある場合には、保証

履行をすることは困難となる。

(I)Reanldme証 Guaranteeに おいては、実務上、上記 (b)(1)の 日本法における「保証J

を採用し、ユつ、特約の定めもないものとすることは多くはないと考えられる。む

しろ、当事者としては「請求払無因保証Jないしdemand guarantteの性格を有する
と考えていることが多いと思われる。

「請求払無因保証」とは、「飴 契々、請負契約宇の責務者の廣務不履行力ゝろとデぢ

賃潅者の要害を盟察ナあ孵 物 舟藤 効 で、虞権者カー定の要作を妊甦 ιたき類を

提示シ ば 宏″努影を t賃務者)だ実際だ廣務不履行力瘍 っん擢診 だみみわク
なて蕊 入が資権者β え 鶴定の金額の支払斎疹を資 夕J(江頭憲治郎署「商取引

法 [第 7版]」 (弘文堂)、 180頁から引用)と される。
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「請求払無因保証」ないしdcttand guaranteeの場合には、保証書発奪者は、原因関

係上の債務の存否、紛争の有無にかかわらず、保証履行されている請求が保証書に

記載された要件を充足しているか否かのみを確認して、請求者に支払いをすること

ができ、保証委託者に対しその金額の返還を請求できることになる。したがつて、

次のような機能を有する。

「
①受益者だとっζ 原医関係上の賃務の海昇 つ き尭益者 と県証委託者聞だ

妻い″湯 つても、冗訂狂だ記載されスζダ作を力だιた書頚ざ姥ガ魔テノιば 疾

証人形】う簡易遇身こ支払いな野′テガどと″ゞでき I流動牲機能)ノ

iO照 尺で疹必銀行だとつa原 因関係二笏 攀 塵 箸 必力 %ご とを芝ケ
ガどと形ゞできる 1転換猪賜 、といった経済蹄機能力湯 ク、ガ /テとιてた、をだ、

施 笏 鯵 効 嘘 た、獄愚弱係上の当事者雰 静 だ諷わあどと少て、受番者力
】

功 磁 洗 議 惨 笏 庖ジダ作を充足 ι/‐講燕 rただι、言青求厚体カ
ミ詐欺行為

であた疹今を於 て。ノのみだιた″ち て宏Z腐彦あ蜃πさえj/71 娠ゞ か宥ら

れたため、うη膨 渤勢栄とテる海湯毎″ メタな原因関係だつレ
】ての判

籍 つ孵 や彦″を要疹ιていなててb然粋P/_´移 メクか吻 /だついて

宏語をナおこと″●可能となった bのであク、ズチ和
/_‐安″タデ/笑疹笠″戸宏訂

つ′膨ワtの努πを彦イル&務とιて″夕ごと″デ名姿上丁稔ととなってレ
】ちのであ

たっノ平成 ガ卒ノガ%/7大阪高裁第二民事部判決、割決雲由第′=ゑ 金融

商事細例 ′解 ;〃Я 茸クテ1用)

(lil)なお、保証書の準拠法により保証書の解釈が異なることがありうるため、ICC請

求払保証に関する統一規則 (URDG758)。 が制定され、保証書において「URDG
に準拠する旨を記載する」ことで請求払保証の取扱いの標準化と解釈の統―を図

るよう試みられている
Ю
。

Reftlndmcnt GuaraDtccと 無因保証 (dema・ ld guarantcc)に ついて
―それぞれの観点

(1)BuyCrと そのフアイナンサーの立場

Btterと そのフアイナンサーの立場からすれば、Builderに前受金返還保証義務が実

体的に発生しているのか否かを確定させる法的手続きが終了するのに要する期間を

待たずに、Buycrの 前払金を返還してもらえることが確実となるような明確な「請

求次第払い」の証書を取得することが最も望ましいことである。この要請が実務上

9 1ntematton』
Chatalber of Commercc(「 tCCJ)が発行する請求払保証に関する統一規則 はで L121肋卿魚r/csル

ゑ期初 どσ,p切″θ♂ (URDG))は 、URDC458と して 発行 され た後 、 2010年に URDG758が 4歩正版 と して発行

されている。
い URDG758は Unicd Natlons Committon on llltcmatilynal Tladc Law(UNCITRAL)に おいても採択されている。
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最も顔者となるのは、Bllycrと そのファイナンサー間のフアイナンス契約において、

Shipbuilding Contactが解除された場合には、Bじ1lderか ら前受金が返還されるか否

かに拘わらず、Buyerは前払金支払いのために既に借入れ済みの金額をそのフアイ

ナンサーに対して直ちに返済しなければならなくなる場合においてである。

(工)Builderの立場

規定された文書を提出するだけで支払義務の生じる「請求により直ちに支払うJ

という保証文言は、Bulldcrに とつてはできるだけ避けたい。すなわち、Buildcrは、

Shipbuilding Conttact上 のBuyerの解約権について正当に争つているにも拘わらず

Buyerが前払金の返還を受けてしまうという事態はできるだけ避けたいところで

ある。

特に、Refllndmcnt Guaraatccの受益者がいわゆる「SPCJ(特別目的会社)で、財

産も持たない場合には、Builderが、Buyerの主張していた解除権は発生しておらず、

返金する必要はなかったことを後に紛争解決機関において証明できたにも拘わら

ず、単に請求しただけで既に保証書発行者からB■yerに対して支払われてしまっ

ている払戻金が回収不可能となる!と いうことも発生する。また、Buycrに対し

て「請求時払いJの Retlndtllcllt Cruarantccを発行した銀命 (Refundment B血k)と

しては、Buycrが一定の形式を備えた請求を行使してきた場合には、Builderの前

受金返還義務の帆証履行として、Buyerに 対して前受金返還をしなければならな

▼ 。ヽ

以上の観点からすると、県証状発行銀行を「無因性保証J、 すなわち、原契約と

は独立の形式的で簡単な要件を定め、その要件が満たされれば県証銀行の支払義

務が生じるとしながらも、「Buyerと Bullderと の間にBuyerの解除権を争う等、

保証書発行者の保証義務の存否に影響を与えるような事項についての紛争手続き

の係属がなされている場合には、保証書発行者は義務履行を留保することができ

るJ、 あるいは、「保証書発行者は、Buyerか ら請求されてから30日 以内に支払を

しなければならない、ただし、Builderの当該返還債務が争われているとの通知を

28日以内に受け取らない場合に限るJ等とする条頂を付加することにより、少な
からず実体的紛争に則した合理的結果に近づき、無用の求償の繰り返しを避ける

ことが可能であると考えられる。ただし、当該文言は、Builderと しては是非追加

したい文言ではあるが、上記の通り迅速、簡便な資金回収を必要とするBuycrと

保証書発行者が ReFundment Cuarantccを発行するに際しては、Bundcrか ら約定書の提出を受けることが一

般的であり、保証書発行者が相当程度の注意をもって RcnlndIDcnt CJllattFcを 履行 した場合には、保証書発

行者はBuildcrに 対して求償権を持つこととなる。保証書発行者の求償を受けた Buildcrは これを償還 しな

ければならないが、Buycrに 結果として前受金返還請求権が発生 していなかった場合には、BⅢJdcrは Buycl

に対 してこの利得を返違するよう請求することになる。しかしながら、B uycrに 十分資力のない場合には結

局このリスクはBuildcrが負担することとなる。

Ｆま
怠
と
と
，・≡…
…
…
喜
▼
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してはこの文言を受け入れるのは容易ではないと思われ、この文言追加に関して

も実務上は個々の交渉が必要な事項 となる。

パナマ法人Buyerと 日本法人保証状発τ銀行との間の英国法を準拠法とするRefundment

Guarantccに ついて、日本の裁判所により無因保証であると判断された裁判例 (平成 11年

2月 26日 大阪高裁第三民事部判決、金融 商事判例上068号 45頁以下、Ref■lndment
Cuaralatccの準拠法は英国法)

当該事柔は、Buyer(パナマ法人)と保証状発行銀行 (日 本法人)と の間の英国法を準拠

法とするRttmdmcnt Guaranteeに ついての解釈が問題となった。まず当該 Rcfundmcnt

Cr■laranteeには以下の規定があつた。

(う 「控訴人 修叫 筆者追記)形ミ腹控訴人 紘 姦葬 笏 鋸← 筆者老″ ′ξガι
`

控訴人″寺阿遊歴ケこ対ナ必造船代金議払金返遣請求権 豹幣 テあ力妙
'こ

至った事

清匿び控訴入″`寺圃造船 ,こ対 ι隷琶ヤこ茸って右前払金返違需求をι/_‐ハ請求〃み

ろア滉″た 手周造踏力ち右前払金及う
ドど力

'こ

対ナあ″発勤 支払われかかった

事実を記載 ιた書面を芽″ナ必どとだメク、擁控訴人が、控訴人″ぢ 妻面を提鵬

ιた″ 鯵 〃 厚タカだ、控訴入 |こ対 と、右前払金及ひと″
'こ

対ナ汚″富珍を支払

夕 似 入 な請求〒笏を
「
第二頁請求ことレウ。)。」(平成■年2月 26日 大阪高

裁第三民事部判決、事実第二-1(二)参照)

こう「 本々宏″ズ
のJ耳′ξが、/7買0レz例

"Й
27/4汚 77r4Tわをだと、深のどとをすだ

秦々とι茸九ノノ2態諮 務ケム /「0買
=ズ
子ま造船者ハ ん彼勤接絡燒詐碁 、

励 参効 暗 賃務局巽鰺 与えぢべき妻項を眸裁だ″影ι、かつ9造船者敗訴の

最終裁決がさ″、み冥効 鯵 秘 燒 グ されつ 鯵 ア汀〃力だ造船者みゞ控訴人″ξル

ιて裁定 r/_‐定めら″たと方クの返遺全を支払わか堤霧淮 が、抜控訴人が、いつ

たても控訴人の要求だ茸ク、ア厚の期閥力ゞ経通 ιてみらFど 厚〃与ウ,こ控訴人 |こ対ι

つ 》 ち裁定かされた返這金をX/_/夕。ノとの記載力ヽある
///え右講求手続 を /π霧

=買請求ノとい夕。)。」 (平成 11年 2月 26日 大阪高裁第三民事部判決、事実第
二二 (主張)1(― )参照)

(iti)第二頁請求部分に「オン デイマンド性を示す文言」がある以外、その他「原因
関係と無関係の保証Jであることを明確に示す文言はなく、かえつて、「本件造

船契約の規定に従って」という文言が挿入され、かつ、「本件造船契約の規定J

も特定されて引用されているものではある。

また、当該事条においては、Buycrが Bu1ldcrに対してロンドンにおいて仲裁を申し立

てていたが未だ最終裁定の下される前であつた。

これらの事実を前提にBuyerは 保証状発行銀行に対して第二頁請求約定に基づく請求を
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した。これに対して保証状発行銀行側の主張は主としてル でが少てヽ

原因関係つ %本件造掬合契約だ_/ク 、Tを /BrrF/J9r‐ 筆者追記>″ /ゞpり 針 筆者追記)
,こ対 ι造船代金前払参の髪藝移 を資夕ことを講提とナあむつつシ 、/″遊才をF_T

を′こ支払夕べき前払参を支払わ/rみ″ν

"、
Tを .ま有効だ狩 鶴 擁封 姥 解除′ ″

で、本作歳払参嬢黎移 農機宅 ていないっ」(金融 商事判例 1068号 45頁ないし47頁、

平成 11年 2月 26日大阪高裁第三民事部判決に対する解説「コメント」より,I用 )とい

う、いわゆる本件保証が無因保証であるか否かという点と、「本作だ´いてが、/″ ▼ゞ

ンがンだおいてTをを穏手とιて障裁を″ι′ててい必″】ら、″勇瑞詢∽ みが丁能
でああバ と疹統 ″の最終裁定がかい″jら、/の支払賜 イを4ι ていかい。」(同「コ
メントJよ り引用)と いう点であった。これに対して本判決は、Buycrの控訴を容れ、

抹証状発行銀行の保証義務を認めたものである。以下、各争点に対する当該判決の要旨

を、金融 商事判例 1068号 45頁 ないし47頁、平成 ll年 2月 26H大阪高裁第三民事
部判決に対する解説「コメント」より,I用する。

<争点 1:当該 Reftlndlnett G■ larantccが無因保証であるか否か>

翔布 7_ユ必無因保護そま、銀行 7_‐とっa原 因関係′こ煩わさ″才 舟 酵 著 と履行
ιて免責穿 %メ グット″瘍 逐反万、寮πが冗扇軍痴上のカチを放棄丸 従 とだ茸
ク尭益者だとって.ま螂 結π豹勒%場だナガ bのであ必″ヽ ダπだとって危険牲
力ゞ大きいものつシ 、宏″荻″だ /「々秦々でノと〃π宏7で疹ガことをア″,こ示ナ
文言力婢 渉修 どと″ν ノιtt ιみιな″ゞら、莫Ξのツ〃 翻 決えでヲ,用ιて
いぢ bりを分の が、

「
無条/1/守 との文言の記載が少て、″琥 って、原因関係 7_

9町 た記載や、戸′こが宏謬ケ「こ基ゲて銀行の支払嘉彦が冗5呼〆上の事曲′こ条々
″ ル れてい落とb読めたメタな文言殉 r7ιた記載ヵ瘍 落宏訂ナだつレ|てむ無困
冗アと認めていぢ。本狗絢勃κ b,広場物確 無脚篠つ宏7でああどとを刀″′r
/7・ テ娠 髯まなて、ん わ ■ /「本々 せ″望ルの規定tこπってプとの文言ち渉スざ/Z、

かつ、本々老たえ力の班定 bをだされて,I濡されていぢ″ヽ 本粋宏″ただメ逐宏Z
が、膨 邊 勢 該 彼 閉 θθ″ 7P2切ιttυ つク 、オン・ディマンドをを示す文
豪娃漕 ″ていることと 1第二買請求部分)、 九勢毯修 勃 とιてみあと、本々

宏矛が、笏認▼浸彩拓擢 を授子ケ/rレ】ンワ▼歩帝どであるとい,ど と″ゞできあ。少お、本

々殆励 驚 ′ま癸回法を準整法とιて選択ιていた″・ら、当事者のル どヽ力な″膨7_か

わ 笏 バ その法約性質tま莫目法 使目のツカクだπつて決定ざ″必べきである。ノ

(下線は筆者)

<争点Z仲裁係属している場合には第三買請求のみが許されるのか否か>

鯵空芋暢隷捺顔珍邑醸 こヽが、/物0フZ慶つИL脇4ンT″を4ガ わをだι、旅のことな
翔撃 々とι〆

"と
記載されて残″ ミ ご″が、夢=買清求7分だ直接孝こ続 ぐ〃

分とιて記載されていること,第三頁請求条項の内容 後 の 2´ が、シ 独 π
励 〃 鬱】つノとい夕文言 で接続さ/Zていぢことからテぢと、第三頁請求が、第二

野
彊
醤
竜
遊
重
≪
ど
ξ
笠
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魏 声ナ6秦々とιて記載されておク、そどの三つの秦々方べてを充足方おど

とわめ肇鯵 あっその夕ちの一つの条々のあつたことたデ́アで,第二買請求カユ鋳可限な

いと,■除渉 %と〃チ汚どとば待 Iないっ」

原審判決は「保証状は無因保証と解釈できない、前払金返還債務の存在について主張、

立証が必要とする」旨判断したことに対し、上記のとおり大阪高等裁判所は、保証状は

無因保証であるとの判断をした。本件は、上記保証状のPROⅥDED A瓜忌 S THAT以

下の表現の存在及び「本件造船契約の規定に従つて」等の規定があるため、無因保証で

あるか否かその法的な性格が不明確となり紛争となった条件である。本判決は、保証銀

行にとっての危険性の大きさを引き合いに「″励緬庶蒻 ることを明確′_‐/yhケ文言力ゞた

ガされること形誓 〆ιい」と述べ、その形式的文言の重要性を喚起しつつも、英国の判

例において同様の規定がなされている保証状が問題となった事柔についてこれを無囚保

証と認めているものもあることから、「「無条件で」など無因保証であることを明確に示

す文言が使用されていないことや原因関係への言及があることは、必ずしも当該保証状

を無因保証であるとすることの妨げとなるものではない。Jと して、結果的に文言解釈

のみには依らず、2(1)(c)に 記載したRainy Sけ 判決同様、実質的判断をしたものと

考えられる。本条件の結論は実務を踏まえた正当なものと評価するが、Rcfundment

Guaranteeの 文言の重要性を考える機会となったものと思われる。

Refundment Guaranteeの条項、文言についての検討

上記のとおり、Rcttndmc苗 Guaradeeが機能する局面については様々な争点、検討事項が

想定される。これらの想定される争点を踏まえて、Ref■lndment G■larantccを作成、締結す

る際に協議、交渉することを検討すべき条項、文言について以下に検討する。筆者が作成

している前払金返還保証書の標準フォーム (以下「筆者前払金返還保証書標準フォ
ームJ

という)を本稿末尾に添付する。

(1)Buycrが支払請求をする場合に保証書発行者に対して提出する文書

(1)前記のとおりReうundment Cruaradtecが「請求払無因保証」ないしdemand guarantee

であるとしても、同書において、B■lb erが支払請求をする場合に保証書発行者に対

して提出する文書を明記しているのが一般である。要請される文書は、個別の

Refundment Cuarantceに 合意された文書が明記されること (Buyerと しては検討、

注意が必要である)になるが、一般的に次の文書類型が考えられる。

① 受益者 (Bllycr)か ら保証書発行者に対する支払い請求書類のみ ,

② 上記①と共に受益者 (Buycr)か ら保証書発行者に対して原因関係上の債務不
履行があつたことを表明する書面 ;あるいは

③ 第三者機関の発行した証明書や仲裁判決等を求めるもの

海事法研究会誌 2013 8(NO効 0)

上記の文書に関し、①から③の順にこれを請求条件文書として要求 した場合の

Buycrの負担が大きくなる。上記のように、請求払無因保証は、保証状に記載され

た形式的要件を充足しさえすれば支払義務を生 じ、原因関係の実質的調査能力を有

さない者も保証状を発行することができる、また、受益者 (Buyer)か らすれば保

証書発行者から衝易迅速に支払を受けることができる、という利点がある。しかし、

逆に形式的要件のみで早急に保証履行してしまうと、実体判断との乖離が起こった

際に求償の連鎖を生じ、無用の紛争を意起するという側面もある。この有利不利を

それぞれの当事者が考慮勘条し、迅速、簡便性と実体に則した結果との調和を図り

ながら実際の Rctlndmcd Gualantccの 文言について交渉作成していくことになる。

(ii)BIMCO R/G Formに お い て は、 第 2項にお い て「rrp"″ cerpr♭ ンLrs加″ ヵ v οF2

勿 ヮヵどF9/r/7θ 5コ盟θ tttθね,9rヵヵ,2,9ρ /例
r2ど
笏 p,ど 4fr9r/9うン1/97解力拓 r ttθ Bv7/J97

F9/″″ンタ9/Pr)」 と規定し、受益者 (BuyCr)自 身の作成する書類のみを条件文書と

するが、単に保証銀行に対する支払い請求のみでなく、Builderに対して返還請求

をした書面の写しをも求めることにより、多少の歯止めをかける形となっている。

筆者前払金返退保証書標準フォーム第 3項においては、保証書発行者に対して提出

する文書として、「BuyCrの書面による請求書J及び「Contract第 [●]条に従い

Buyerの 払戻請求がなされたこと及び Buildcrが当該払戻をなさなかったことJを
Buyerが宣言する書面を挙げている。

(2)保証履行がなされるのは契約が解除された場合に限定されるか

上記 2(1)(c)Rainy S,判決でも問題となったように、仮に ReflIIldnlent Gu盛 敲 e

における返金条件として「Shiっ bullding Contract第 ●条に従いBuyerの解除権が行

使されたこと及び Builderが 当該払戻をなさなかったこと」という表現がなされ、

かつ、ShiPbuilding Contractに おいて、「Builderに 不測の事態が発生した場合」、す

なわち、Builderに信用不安が発生したり各種倒産手続きが申し立てられたりした

場合については B■lyerの解除権発生要件として明記されていない (ただしrcftlnd要

件にはなっている)場合には、形式上はReftuldment Ortlalakxteeに 基づく返還義務が
発生するか否か明確ではなく、Rettndmcnt Guarantccの 請求の対象となるか否か争

いが生ずる可能性がある。

しかしながら、Builderに倒産手続開始が申し立てられると、通常は保全処分命令

が発令され、Builderに よる債務の弁済等が不可能になる等、Buildcrの信用不安、

あるいは Buildcて が破産手続、民事再生手続、会社更生手続開始を申立てたという

理由のみで、Buttrは Shipbuilding Com“ tを ,方的に解約することを検討する、あ
るいはこれらの事実をもって直ちにRefundmelat OTllaranteeに よる保証履行を求めた

いところである (筆者前払金返還保証書標準フォーム第 2項の記載参照のこと)。

霜

響

露

穏

鷲

ξ

檻

奮

藍

豪

革
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これに関して、上記 2(1)(c)の RaⅢ S,判決などの最近の判例に鑑みれば、た

とえ曖昧な文言により紛争になったとしても、「実質的にはえeFundmcnt Ouarantcc

に基づく返退義務が発生する典型的な場面である」として容認する判断がなされる

可能性が高いといえるが、Btterと しては、判断までの時間的リスクを考慮して、

「Shipbuilding Conttactの 条項に従い Buildcrに対し解除権が行使された場合」の他、

「Bu■derに不測の事態が発生した場合においてBuycrか らBuilderに対し払戻請求

がなされた場合Jを含む旨、明記付言することを協議、交渉することを考慮するこ

とが考えられる (筆者前払金返還保証書標準フォーム第 2項の記載参照のこと)。

(3)保証の範囲

保証書発行者の保証は、以下の金額の範囲とされることが一般的である (筆者前払

金返還保証書標準フォーム第 2項の記載参照のこと):

①解除の際にBuycrに返還するべき船舶引渡前の分割前払金の総額 ;

② Shlpb五 lding Contractにおいて合意した、これに対する利息。

上記に追加して伸裁等の紛争解決手段において Builderに支払義務の確定した諸費

用等も保証の対象とされるケースもある。

(4)期限を設けるか (Expry dttc)

(1)Rc仙 瓶 mc五 Guaralatceに は通常 、「 本 Leter ofGtlarallteeは、本 LettcF of Guaranteeの

締結日から (a)Btterが本 Lettcr of C」 uaranteeに より保証された全ての金額とこれ

について発生する利息を全て受領 した時、あるいは (b)Buyerが Shipbuilding

Contractの条項に従つて Vcsselの 引渡しを受けた時、のいずれか早く到来する時ま

で有効である」との文言が規定されている (筆者前払金返還保証書標準フオ
ーム

第 6項第一パラグラフの記載参照のこと)。

ただし、上記の規定では、保証書を発行する金融機関としてはいつまでが与信行為

であるか明確ではなく、実質的に無期限の保証となってしまう可能性がある。この

点について、保証状を発行する金融機関としては通常、与信期間を明確にするため、

確定期限を設けることを望むのが一般的であると考えられる。これは Rcfllidmcllt

Guarallteeに おいてよく争点となる点であるが、例えば上記規定に付加して、当該

ReFllndmedt Ouaraateeの 有効期間を、通常、船舶建造、燒装に要する予定期間に、

遅延する可能性のあるいくらかの期間をプラスする。ただし、「全体としての最終

期限」を設けることで保証状発行金融機関の要求とのバランスをとることが考えら

れる (筆者前払金返還保証書標準フォーム第 6項第ニパラグラフの記載参照のこ

と)。 また、当該 Rcindment Gualanteeに 上記 2(2)(c)(li)に記載したような「紛

争継続中には保証義務履行を留保する」旨の規定がなされている場合には、紛争の

長期化によりReAllldment Gllarantccを 無効としないために、仲裁や紛争の起きて
い

-14- -15-
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る期間は Rcttndtncllt G■ larantccの効力を延長する旨記載することを検討するべきで

ある。

(1)こ の 点 に つ い て、BIMCO R/G Formに お い て は、 第 4頂 に お い て「働 ヶ
"r r9

理 鍵躍
'ね

Jうヲοtt rbrf G″ 盈鞄
"θ
訪 2ツγr9/2ppヵ rr2偽ゃc wry/滋9カ懸rゎ οffr7r〆 /2/J7f

J9/7距γ 〆 カウθ/fJs9/η ″ど2εσψ″2∝ のrr/29ラる翻 b/ヵ″
/b/r//θ
≠脅 匁ω′わμ 〃″

r7yθ Btr//JFr″ ケ 西 〆 〕T翻堕,s9rrPr9」″ れたも暉 甑 r99ぢ 顕ど歪ジ濫 c益⊇力%ど 紗

″野 2F9/r/2θ f9r7滋θ励″功 κ οFaツγで,孔 ′フι距 フ9ち 〃οれ万み 勉クあ箸 r/P,ん■袈修 /F

宏″わ れИ∽r/S謙す穆υ 脆野 2FF9r OIrゎω″r〆′励 盈,ど И9節 2略 ρ万力をねヮ塑ο″ιθ

ん ″,っ〃οr肪9 DP//J9r筋 2′′Ozr p砿とをF9r ttc/脅タッ塑
`力
とοF2り JD″♂め どぢο7/Pr/7,

9盟盟ど力必 b99/7“ク7r9」力ど肪′r sp栃

“

μrr9・V7//b9郷″孵ど力 ′θ,9増傷,¢ И筋 筋,

あ クrrp転 加θ ttOd〆 7pFrr/rr/〆 ヵね 敵 蕊 r9Fs/72F/廃 9xrerfJ9」 卿″ 加 ゥ ω  J4PJ/J
ガ す 肪θぬν施 力βd ttω ゑカタ おね盟力″ /77ル ¢ V五滋ノ 修 η ´σう訊ο圧」 と規

定 さ れ て い る。 こ の BIMCO R/G Formの 規 定 か らす る と、 当 該 RefIIndment

Guarallteeの 確定有効期限は契約引渡日の 300日後までとされ、仲裁等の紛争が存

在する場合には、当該紛争の最終確定後 30日 まで当該 Rcauldmcnt o■larantccの有

効期限が廷長することとされており、これらの考慮要素を加味しているものとい

える。

(h)請求期間とその他の必要書類提出期限に関する裁判事例

Ostfmcsischc hrolksbank E G Ⅵ Fortls Batt N V[2010]において、必要書類提出期

限についても取引の実情に即した「合目的的Jな解釈をするべきである旨判断さ

れた。

上記事実では、Buildetの ための前受金返還保証は、Buyerが「有効な請求」をす

るまでの最終期限まで 15日 間しか残されて vゝなかった。また、Buycrの解除権

が争われた場合には、Buycrは船級協会から「本船は未完成である」あるいは「基

づくShipbuilding Colltractの 規定に従つていない」との証明書を取得する必要が

ある旨規定されていた。当該事案においては Shipbuilding Contractの 解除の後、

保証書発行者への支払い請求は 15日 以内になされたが、船級協会の証明書取得

はその後となっており、保証銀行は、「当該保証においては船級協会の証明書に

ついても必ず 15日 以内に提供される必要があると解釈されるべきJであると主

張した。

この事案において、裁判所は、保証書について「不合理な解釈することを回避J

するべきである、保証書の合理的な商慣習に従つた解釈としては、Buyerの保証

書発行者に対する請求は 15日 以内になされるべきであるが、この状況において

Buycrがなすべきことは、船級協会からの証明書を上記最終期限内に提出するこ

とではなく、船級協会からの証明書を「合理的期間内に取得することJであると
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判示した。

(5)そ の他留意すべき条項

(a)譲渡可能条頂

Buycrが船価の一部でも船舶建造中のフアイナンスを受ける場合、当該ファイナン

サーに対してこの Rcalndlnc五 Guaralatceに おける権利も譲渡担保として提供しなけ

ればならないのが一般的である。したがつて、Rea■ndluetlt Guarallteeの 譲渡について、

Shipbuilding Contractに おいて譲渡禁止文言が明記されている、あるいはそのよう

に解釈出来るような規定が Shipbuilding Conttactあ るいは Reandmelat cuarantcc中

に記載されていないことを確認する必要がある。

二方、保証状を発行した金融機関としては受益者が無制限に移転することは避けた

いところである。このBwerの必要なファイナンスを確保するための実情と、保証

状発行銀行の取引の安全のバランスを鑑みて、「any ttrd Pa噂 Jではなく、「inmder」

への譲渡は可能とする規定を用いることが広く受け入れられているのが実情である

といえる。この場合には、「本 Lcier of Guaralltecに ついて、Buycrは Shipbuilding

Contractに基づいてBuyerが Buildcrに対して支払義務を負う分割払金を融資した

銀行あるいは金融機関に対してこれを譲渡することが可能である。この場合には、

Buycrは当該譲受人の名称を書面にて保証状発行銀行に通知するものとする。」等

の文言を規定することになろう (筆者前払金返還保証書標準フォーム第 5頂参照の

こと)。

こ の 点 に つ い て 、BMCOR/G fonnに お い て は 、第 8項 に お い て
「
ιヽ諺 ア肋,肋ηttηす

り ,ЮソI鍼塑 //P力θa勿ク陸 悦,肋た CtrprarPr99 5/22//″ Fr99//番sと騨 b/9カク 077/Pど ケ
冽リ

ぬsittef切婢″ 2SSigm977ち 2//rFF979rzσ θ♂力 r/frJ θ,ぁリヮカ9わ ,つど
″
切

'〃

F bθ Ⅲ9′ど 42●

FpF9rcr7,鉢 わ迎ウθ assI騨∝″ su鉢電u∞ル
“
響И9∝ Jと規定され譲渡先を限定してい

ない。

(b)準拠法、管轄等

上記のとおり、準拠法が英国法となった場合「sccmdaり ♪arantOrJで あるか「phmaリ

obligor」 であるか、これが明確となった場合には効果として明確な相違が生ずる可

能性がある。しかしながら、日本法が準拠法であつたとしても、解釈を経て概ね同

様の結論となると考えられるため、実質的な相違はないものと思われる。

仲裁判断が条約等により他国においても執行可能である場合には、管轄を裁判所と

するよりも仲裁を紛争解決機関として規定しておく方が多くの場合簡便である。ま

た、他国の裁判所を紛争解決機関として規定する場合には、「召喚状送達場所 (scⅢ icc
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of proccss)」 の規定を付加しておくことが紛争時の手続き衛便化のためには有用で

ある。

変更 (Shkpbu」dlng contaoの 変更の場合)

R訥mdment Cuarantecの 規定 として、「Shipbutiding Contractの 当事者により

S■わbuildlllg Contractに いかなる変更がなされようとも、本 Lcicr of Cuaranttcは 完

全に効力を有し有効である。Jと いうような文言が置かれる場合は少なくない。こ

の文言があるからといって直ちに無因保証であるということはできず、変更された

Shipbuilding Contractの 権利義務の範囲内でのみ、またこれが立証される限りにお

いて保証書発行者が県証義務を負うと解釈する余地もあり得るが、少なくとも、当

該保証書発行者の承諾を得ず ShipbuJding Contractに変更がなされたとしても、こ

れにより当該 Reftuldmelat maranteeが 無効となるとの主張を退けることはできるも

のと考えられるので、BIycrと しては有効な文言であるといえる (筆者前払金返還

保証書標準フォーム第 9項参照のこと)。

Shやbulldhg ContractにおけるBuycrの地位が移転した場合

日本においては、当該地位の移転が更改 (Novation)の 形式をとるものであれば、

原契約である Shipbuilding Contractは 終了 (民法 5上3条 1項 )し、これにより
Refdlldment Guaranteeも 効力を失うため、新たにRcfundmcnt Cuarmteeを 取り直す

必要がある。

Shipbuilding Contractの 準拠法が日本法である場合においては、債務を含む地位の

譲渡が認められるため、Buyerの 地位が移転する場合、実務的には更改 (Novtti仇 )

を用いることなく地位譲渡によりShipbuilding Contractに おけるBuyerの 地位を移

転させることによりReftlndment Guaratlttcの 受益者としての地位も新 Bwerに移転
される。

Shやbuildillg Contractに おけるBuilderの地位が移転した場合

Shipbuilding Contractの 中途解約による前払金返退について買主と保証契約を締結

した保険者は Shipbuildittg Con,actが 他の造船所に移転している場合に保証義務を

負 うか争 われ た事 案 として、Mertt Fire&MaHne lnsurallcc Co Ltd v Jan Dc Nur■ lV

md Anr[July 21 2011,Com OfAppcal UK]が あ る。 当該条件 において は、Builderの

地位移転 (韓国法に基づくものであった)は保険約款 (保険者が保証書発行者であ
った)を無効とするものではなく、かつ、当該保険約款は「要求払保証」の形式を

とるものであり、当該約款が準用する ICC統一規則の意図は、BuildeVBuyOrの 契

約に関係なく「必要書類」の提出と「Buildcrが 返金義務を果たさなかったことJ

をもって保証義務を果たすものであるとして、当該事案においては保険者の保証金

(d)
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支払義務が認められた
ツ
。

(O Renmdmcnt marantee発行あるいは実行のための行政への手続き

日本における Refuldnlent Cuarantceに 関しては、当事者の書面による保証契約 (通

常は Rcltlldmcnt Guaranteeを 発てすること)に よって有効な Rettndment Cuaratatee

として成立し、その他の行政官庁等による許認可の取得は必要ではない。

しかしながら、国によったは R誦mdmellt Guaralltccが効力を有するために行政上の

手続きや許可が必要な場合もあり、事前の調査、検討に注意を要する。例えば、中

華人民共和国においては、Bank of China、 Expon―ImPOH Batllt ofChina等限られた銀

行のみが、当該銀行ごとに割り当てられた金額の範囲内で Refullttelat Cuarantceを

発行することができる、とされている。その上、このReftlndment Cuarmtccが 有効

かつ執行可能となるためには、当該保証銀行の規則に則って、当該保証銀行からの

申請によりSttte Administnion of Forettt Exchadlge(SAFE)に 承認され、登録され

ることが必要である、とされている
憾
。また、当該 Rcfllndmcnt Guarantccが 変更、

移転される場合には、当該 Rettndtllcnt Cuaranocの 効力が継続されるために、再度

SAFEか ら承認と登録を得る必要がある。

終わりに

上記において記載 してきたとおり、Shipbunding COatract締 結あるいは船舶建造に際し

Rcfundmcnt Guarantceの 役害Jは重要であり、その文言により種々解釈が分かれる可能性も

ある。また、最近、日本の造船所が海外の B■lycrと の間において直接 Sh‖絋lding Contract

を締結され、Refulldment Ouarmtecを 発行する機会が格段に増えてきたと聞く。また、日

本の造船所の委託を受け、日本の銀行が Reful■dlaent Guarmteeを 発行する機会も増え、当

職らもこのような条件の相談も増えてきたところである。このような場合にお
いて

Shや b■l■dhg Contract、 Reallldment Cr■ laraIItecの発行に携わる関係者は、その文言により種
々

解釈が分かれる可能性があることを十分理解した上で、交渉を通じて適切な内容
の

Reftlndmeat Ouarantecの 手配をすることを心がけたい。本稿が、Sitpbuilding Contract、

Refllndment Guarantceの 発行に携わる関係者に対してこのような取引機会における検討、

交渉の助けになれば幸甚である。

海事法研究会誌 No 217(2012年 11月 号 70頁)における高坂昌明氏の海外判例紹介 35参照のこと。

Clltlis Davis Carard(発 行当時)発行の「PURCHASヽG NEWBUILDNCSXN CHNA」 11買参照のこと。なお、

事例を通じて当職らが 2011年 当時中国弁護士に照会した内容もこれと同様である。
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[参考資料 ‐筆者前払金返還保証書標準フォームI

1

前払金返還保証書

弊行は、[●](以下「BwerJと いいます)と [● ](以下「Buildcr」 といいます)と の間で

[●]年 [●]月 [● ]日 に締結された [●](Builderの Hull No[● ])一隻 (以下「X/esselJ

といいます)を建造し売却することについての Shゃbuilding Contract(以 下「Contract」 と

いいます)に関し、以下のとおりの Lcttcr of Guaranteeを 本書により取消不可条件付きに

て発行いたします。

hresselの 引渡し前にBuycrが Buildcrに対して支払つた第 1回分割払金について、COntra悦

の条項に従い Builderに 対し払戻請求がなされ、かつ、Builderが当該払戻をなさなかった

場合 [、 あぢい″βIP//J97だ蔑産手続、だ妻再生デ泳 公種更生手続開始その鮨倒産手続

開始カサ ι′てら/Zた場解 材 いて鹿 //J97/‐/ι払戻請求力渡 され、かつ、Dr7r/r/9z″普

該払戻を少さかかった場今]には、弊行は、単に保証人としてではなく主債務者として、

Buycrの請求から [●]営業日以内にBuyerに対して当該金額の支払いをすることを取消
不能にて保証する。当該支払は、Buildcrが当該分割払金を受領した日の翌日から当該払

い戻しが電信送金される日まで、年率 [●]%の、あるいは、不可抗力事由が適用されて
いる期間については年率 [●]%の割合により、Contractの関連規定に記載のある通りの
利息を付けてなされるものとします。

Buycrの書面による請求、及び、「Contract第 [●]条に従いBuycrの払戻請求がなされた
こと及び Bulldcrが当該払戻をなさなかったこと」レ 和 】″ /ZrP//J97・だ破竜手続、民事

万4デ泳 会社更生勇妨擁留 の他何産手続開始力ゞ″ιレてら/Z、 βv/frみ らβほミと乱=だ
ガ ι払戻請求力透 約宏て と、灰バ β〃//」fr″●当該払戻をなさなみったこと切 をBuyer

が宣言する書面が弊行に提出された場合に、本書のおける支払が弊行によりなされるもの

とします。

[ただし、BuyCrと Buildcrと の間において Buildcrが Buycrに対して当該第 1回分割払金

返還義務を有するのか否かについての何らかの紛争が発生し、かつ、当該紛争について

Builderあ るいはBuyerからContract第 13条の規定に従つて仲裁申立がなされている場合

には、弊行は当該仲裁裁定が発行されるまで支払を留保し、廷期することができるものと

します。]

本 Lctcr of Guaranteeに ういて、Buyerは cOntractに基づいてBuycrが Buildcrに対して支

払義務を負う分割払金を融資した銀行あるいは金融機関に対してこれを譲渡することが可

能です。この場合には、Buyerは当該譲受人の名称を書面にて弊行に通知するものとしま

す。

本 Lcttcr of Ouaranteeは 、本 Lettcr of Guaranteeの 締結日から (a)Buycrが本 Letter of
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Guarantccに より保証された全ての金額とこれについて発生する利息を全て受領した時、

あるいは (b)Bu"rが Contractの条項に従つて X/essclの引渡しを受けた時のいずれか早く

到来する時まで有効です。

本 Letter of Guarantccに 記載されたいかなる条項にも拘わらず、弊行が Buyerか ら [● ]

の午後 3時 (東京時間〉までに本 Lettcr of Ouarantccの 規定に従い本 Letter of Gu肛敵 cに

おける義務履行を要求あるいは請求する書面を受領しなかった場合には、本 Letter of

Gllarantccは無効となるものとします。

本 Lctcr of Guarantccは 、[●]法を準拠法とし、これに従つて解釈されるものとし、弊行
はここに、[●]の裁判所を専属管轄裁判所といたします。

本 Lcttcr of Guarantccに 関する全ての請求、文書あるいは通知は、以下に記載する弊行の

事務所に弊行宛て書面にて送付された場合に有効に受領されます。

[銀行名]

[宛先]

もしいずれかの法律により何らかの源泉徴収や控除が課される場合には、弊行は、そのよ

うな源泉徴収や控除が要求されなかったならば受領していたであろう金額と、そのような

源泉徴収や控除がなされた後に受領する金額が同額となるように当該追加金額を支払うも

のとします。

Contractの当事者によりContractにいかなる変更がなされようとも、本 Lcttct of Gllarantee

は完全に効力を有し有効であります。
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